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判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 
 
審査基準（申請に対する処分関係） 

（変更） 

資料番号 ４ 担当課 漁政課 

法令名 水産業協同組合法 根拠条項 17の15－2 
許認可等

の内容 

漁業協同組合の株式取得等制

限の特例の承認 

� 水産業協同組合法     昭和二十三年十二月十五日法律第二百四十二号 
 
（株式の取得等の制限） 
第十七条の十五 第十一条第一項第四号若しくは第十一号の事業を行う組合又はその子会社は、特
定事業会社（特定事業（前条第二項に規定する特定事業をいう。以下この項において同じ。）に
相当する事業を行い、又は特定事業に相当する事業に従事し、付属し、若しくは関連する業務
を営む会社をいう。以下この条において同じ。）である国内の会社（従属業務又は前条第一項第
二号に掲げる業務を専ら営む会社を除く。以下この条において同じ。）の議決権については、合
算して、その基準議決権数（当該特定事業会社である国内の会社の総株主等の議決権に百分の
十を乗じて得た議決権の数をいう。以下この条において同じ。）を超える議決権を取得し、又は
保有してはならない。 

２ 前項の規定は、同項の組合又はその子会社が、担保権の実行による株式又は持分の取得その
他の主務省令で定める事由により、特定事業会社である国内の会社の議決権をその基準議決権
数を超えて取得し、又は保有することとなる場合には、適用しない。ただし、当該組合又はそ
の子会社は、合算してその基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなつた部分の議
決権については、当該組合があらかじめ行政庁の承認を受けた場合を除き、その取得し、又は
保有することとなつた日から一年を超えてこれを保有してはならない。 

３ 前項ただし書の場合において、行政庁がする同項の承認の対象には、第一項の組合又はその
子会社が特定事業会社である国内の会社の議決権を合算してその総株主等の議決権の百分の五
十を超えて取得し、又は保有することとなつた議決権のうち当該百分の五十を超える部分の議
決権は含まれないものとし、行政庁が当該承認をするときは、当該組合又はその子会社が合算
してその基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなつた議決権のうちその基準議決
権数を超える部分の議決権を速やかに処分することを条件としなければならない。 

４ 第一項の組合又はその子会社は、次の各号に掲げる場合には、同項の規定にかかわらず、当
該各号に定める日に有することとなる特定事業会社である国内の会社の議決権がその基準議決
権数を超える場合であつても、同日以後、当該議決権をその基準議決権数を超えて保有するこ
とができる。ただし、行政庁は、当該組合又はその子会社が、次の各号に掲げる場合に特定事
業会社である国内の会社の議決権を合算してその総株主等の議決権の百分の五十を超えて有す
ることとなるときは、当該各号に規定する認可をしてはならない。 
一  当該組合が第五十四条の二第三項の認可を受けて同条第二項に規定する信用事業の全部
又は一部の譲受けをしたとき（主務省令で定める場合に限る。） その信用事業の全部又は一
部の譲受けをした日 

二  第六十九条第二項の認可を受けて当該組合が合併により設立されたとき その設立され
た日 

三  当該組合が第六十九条第二項の認可を受けて合併をしたとき（当該組合が存続する場合に
限る。） その合併をした日 

５ 行政庁は、前項各号に規定する認可をするときは、当該各号に定める日に第一項の組合又は
その子会社が合算してその基準議決権数を超えて有することとなる特定事業会社である国内の 

 



会社の議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を、同日から五年を経過する日ま
でに当該行政庁が定める基準に従つて処分することを条件としなければならない。 

６ 第一項の組合又はその子会社が、特定事業会社である国内の会社の議決権を合算してその基
準議決権数を超えて有することとなつた場合には、その超える部分の議決権は、当該組合が取
得し、又は保有するものとみなす。 

７ 第十一条の六第三項の規定は、前各項の場合において第一項の組合又はその子会社が取得
し、又は保有する議決権について準用する。 

 
 
� 漁業協同組合等の信用事業に関する命令 平成五年三月三日号外大蔵省、農林水産省令第二号 
 
（法第十七条の十五第一項の規定等が適用されないこととなる事由） 
第三十四条  法第十七条の十五第二項（法第八十七条の四第二項（第百条第一項において準用
する場合を含む。次条第一項及び第三十六条において同じ。）及び第九十六条第一項及び第百
条の四第二項において準用する場合を含む。）の主務省令で定める事由は、次に掲げる事由と
する。 
一  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社の担保権の実行による

株式等の取得 
二  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社の代物弁済の受領によ

る株式等の取得 
三  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社の、その取引先である

会社との間の合理的な経営改善のための計画に基づく株式等の取得（当該組合、当該連合会

若しくは当該共済水産業協同組合連合会又はその子会社に対する当該会社の債務を消滅さ
せるために行うものであって、当該株式等の取得によって相当の期間内に当該会社の経営の

状況が改善されることが見込まれるものに限る。） 
四  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社が所有する議決権を行

使することができない株式等に係る議決権の取得（当該組合、連合会若しくは共済水産業協

同組合連合会又はその子会社の意思によらない事象の発生により取得するものに限る。） 
五  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社が所有する会社の株式

の転換（当該組合若しくは連合会又はその子会社の請求による場合を除く。） 
六  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社が所有する会社の株式

等の併合若しくは分割又は株式無償割当て 
七  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社が所有する会社の定款
の変更による株式等に係る権利の内容又は一単元の株式の数の変更 

八  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社が所有する会社の自己
の株式等の取得 

九  連合会又は共済水産業協同組合連合会にあっては、新規事業分野開拓会社の議決権の処

分を行おうとするときにおいて、やむを得ないと認められる理由により当該議決権を譲渡す
ることが著しく困難であるため当該議決権を処分することができないこと。 

十  元本補てんのない信託に係る信託財産以外の財産における議決権数が基準議決権数以内
となる場合における株式等の取得（組合にあっては法第十七条の十五第一項（法第九十六条

第一項において準用する場合を含む。次項第二号及び第四十四条第一項第九号において同

じ。）に規定する基準議決権数、連合会にあっては法第八十七条の四第一項に規定する基準
議決権数、共済水産業協同組合連合会にあっては法第百条の四第一項に規定する基準議決権

数をいう。以下この条及び次条において同じ。）以内となる場合における株式等の取得 
十一  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会又はこれらの子会社の取引先である



会社との間の合理的な経営改善のための計画に基づき取得した当該会社の発行する株式を

当該会社の経営の状況の改善に伴い相当の期間内に処分するために必要な当該株式の転換
（第五号に掲げる事由に該当するものを除く。）その他合理的な理由があるものとしてあら

かじめ行政庁の承認を受けた場合 
２  前項第十一号の承認を受けようとするときは、承認申請書に次に掲げる書面を添付して行
政庁に提出しなければならない。 
一  理由書 
二  当該承認に係る国内の会社（組合にあっては法第十七条の十五第一項に規定する特定事

業会社である国内の会社、連合会にあっては法第八十七条の四第一項に規定する国内の会

社、共済水産業協同組合連合会にあっては法第百条の四第一項に規定する国内の会社をい
う。次号及び次条第一項において同じ。）の商号及び業務の内容を記載した書面当該承認に

係る国内の会社の商号及び業務の内容を記載した書面 
三  当該承認に係る国内の会社の議決権のうちその基準議決権数を超えて取得し、又は保有

することとなった部分の議決権の処分の方法に関する方針を記載した書面 
四  その他参考となるべき事項を記載した書面 

３  行政庁は、前項の規定による承認の申請があったときは、当該申請をした組合、連合会若

しくは共済水産業協同組合連合会が基準議決権数を超えて議決権を所有し、又は保有すること
についてやむを得ないと認められる理由があるかどうか、及び提出される基準議決権数を超え

て取得し、又は保有することとなった部分の議決権の処分の方法に関する方針が妥当なもので

あるかどうかを審査するものとする。 
（基準議決権数を超えて議決権を有することについての承認の申請等） 
第三十五条  組合、連合会若しくは共済水産業協同組合連合会は、法第十七条の十五第二項た
だし書（法第八十七条の四第二項及び第九十六条第一項及び第百条の四第二項において準用す

る場合を含む。）の規定による承認を受けようとするときは、承認申請書に次に掲げる書面を

添付して行政庁に提出しなければならない。 
一  理由書 
二  当該承認に係る国内の会社の商号及び業務の内容を記載した書面 
三  当該承認に係る国内の会社の議決権のうちその基準議決権数を超えて取得し、又は保有

することとなった部分の議決権の処分の方法に関する方針を記載した書面 
四  その他参考となるべき事項を記載した書面 

２  行政庁は、前項の規定による承認の申請があったときは、当該申請をした組合、連合会若

しくは共済水産業協同組合連合会又はその子会社が基準議決権数を超えて議決権を有するこ
とについてやむを得ないと認められる理由があるかどうかを審査するものとする。 

３  法第十一条の六第三項の規定は、第一項第三号に規定する議決権について準用する。 
 
 
 

 


